
３　産業別組織状況（第３表）

産 業 2025年 構成比 2024年 増減数 2025年 構成比 2024年 増減数

（組合） （％） （組合） （組合） （人） （％） （人） （人）

全産業 6,316 100.0 6,421 △ 105 2,467,270 100.0 2,444,093 23,177

4 0.1 4 0 140 0.0 143 △ 3

14 0.2 14 0 1,531 0.1 1,454 77

8 0.1 8 0 1,391 0.1 1,413 △ 22

327 5.2 329 △ 2 215,454 8.7 215,577 △ 123

1,095 17.3 1,103 △ 8 327,312 13.3 337,534 △ 10,222

110 1.7 117 △ 7 17,104 0.7 17,647 △ 543

436 6.9 445 △ 9 210,082 8.5 205,845 4,237

1,004 15.9 1,046 △ 42 211,336 8.6 209,102 2,234

743 11.8 760 △ 17 325,671 13.2 336,981 △ 11,310

468 7.4 470 △ 2 271,249 11.0 268,723 2,526

73 1.2 73 0 57,574 2.3 53,890 3,684

239 3.8 237 2 40,576 1.6 39,846 730

102 1.6 99 3 287,880 11.7 250,305 37,575

105 1.7 109 △ 4 53,606 2.2 53,386 220

394 6.2 402 △ 8 71,182 2.9 77,999 △ 6,817

397 6.3 407 △ 10 143,274 5.8 143,042 232

57 0.9 59 △ 2 7,852 0.3 7,605 247

348 5.5 348 0 120,824 4.9 118,108 2,716

245 3.9 245 0 72,574 2.9 74,568 △ 1,994

147 2.3 146 1 30,658 1.2 30,925 △ 267

第３表　産業別組織状況

農業,林業

情報通信業

鉱業,採石業,
砂利採取業

建設業

製造業

※ 構成比については、端数処理のため合計が100％とならない場合がある。

組合員数組合数

学術研究,
専門・技術サービス業

分類不能の産業

サービス業（その他）

公務

複合サービス事業

教育,学習支援業

医療,福祉

電気･ガス・熱供給・
水道業

運輸業,郵便業

  産業別の労働組合数では、「製造業」が1,095組合（都内組合数の17.3％）で最も多く、以下、「運輸業，
郵便業」1,004組合（同15.9％）、「卸売業，小売業」743組合（同11.8％）の順となっている。
  組合員数では、「製造業」が32万7,312人（都内組合員数の13.3％）で最も多く、以下、「卸売業,小売
業」32万5,671人（同13.2％）、「宿泊業,飲食サービス業」28万7,880人（同11.7％）の順となっている。

漁業

生活関連サービス業,
娯楽業

卸売業,小売業

金融業,保険業

不動産業,物品賃貸業

宿泊業,
飲食サービス業
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